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新 旧

高知県木造公共施設等整備事業事務取扱要領

第１ 「略」

第２ 事業計画の作成

１ 実施要望

(２) 要望の報告

所長は、補助事業者の長から提出を受けた要望を取りまとめて知事に報告するものと

する。

２ 事業計画書

(１) 事業計画書

県要綱の第２条に定める補助事業者の長は、事業計画書（別記第２号様式）を所長

を経由して知事に提出するものとする。

また、①及び②の資料を添付するものとする。

① 費用対効果分析報告書（別記第３号様式）

② 共通基礎資料

ア 事業費の積算基礎（設計書、カタログ、見積書等）

イ 補助事業者の規約（定款）

第３ 「略」

第４ 事業の実施

２ 市町村以外の補助事業者が締結する契約

市町村以外の補助事業者の長が事業を実施するために締結する契約については、地

方自治体が行う契約手続きの取扱いに準じて適切に行うものとし、特に次の点を遵守

するものとする。

第５ 県の事業実施上の指導監督と検査

２ 検査

高知県木造公共施設等整備事業事務取扱要領

第１ 「略」

第２ 事業計画の作成

１ 実施要望

(２) 要望の報告

所長は、補助事業者の長から提出を受けた要望を取りまとめて知事に報告するもの

とする。知事は要望の内容について、協議会に意見を聴くものとする。

２ 事業計画書

(１) 事業計画書

県要綱の第２条に定める補助事業者の長は、事業計画書（別記第２号様式）を所長

を経由して知事に提出するものとする。

また、①及び②の資料を添付するものとする。

① 費用対効果分析報告書（別記第３号様式）

② 共通基礎資料

ア 事業費の積算基礎（設計書、カタログ、見積書等）

イ 事業主体の規約（定款）

第３ 「略」

第４ 事業の実施

２ 市町村以外の事業主体が締結する契約

市町村以外の事業主体の長が事業を実施するために締結する契約については、地

方自治体が行う契約手続きの取扱いに準じて適切に行うものとし、特に次の点を遵

守するものとする。

第５ 県の事業実施上の指導監督と検査

２ 検査
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(３) 手戻り工事の負担額

工事の完成前（施行中）に、一度実施した工事が天災その他の不可抗力により被災し、

再度工事を実施する時の、その被害額のうち事業主体の負担となる額については、「林

道施設災害復旧事業取扱要領（昭和34年７月30日付け34林野指第5683号林野庁長官

通達）」６の(４)に準じるものとする。

第６ 利用効果

１ 達成状況調査報告

補助事業者の長は、事業完了後において次により当該計画の達成状況を調査し、そ

の結果を所長に報告するものとする。

報告を受けた所長は、所定の様式により当該結果の分析、評価を行うとともに事業

の課題及び今後の対応策を整理して、各調査年度の翌年度の７月末日までに知事に報

告するものとする。

(１) 定期報告

補助事業者の長は、事業を実施した年度から目標年度（事業完了年度の翌年度から

起算して５年目）における計画の達成状況を調査し、各調査年度の翌年度の７月末日

までに達成状況調査報告書（別記第９号様式）により、その結果を所長に報告するも

のとする。

(２) 費用対効果分析

補助事業者の長は、目標年度において、計画数値を現況数値に置き換えて費用対効

果分析報告書（別記第３号様式）を作成し、(１)の定期報告に添付して、所長に報告

するものとする。

４ 施設等の利用や経営の改善

(１) 補助事業者の利用効果の達成

第７ 施設の管理運営

１ 管理主体

施設の管理運営は、原則として補助事業者がこれを行うものとする。ただし、その施

設の設置目的の承継及び達成が確保される場合に限り、原則として当該施設に係る実施

（受益）地域に係る団体（当該施設における県の交付要綱で定められた補助事業者の範

囲にとどめ、かつ適当と認められるもの。以下「管理主体」という。）に、管理運営さ

せることができる。

(３) 手戻り工事の負担額

工事の完成前（施行中）に、一度実施した工事が天災その他の不可抗力により被災し、

再度工事を実施する時の、その被害額のうち事業主体の負担となる額については、「林

道施設災害復旧事業取扱要領（昭和34年７月30日付け34林野指第5683号林野庁長官

通達）」６の(４)に準じるものとする。

第６ 利用効果

１ 達成状況調査報告

補助事業者の長は、事業完了後において次により当該計画の達成状況を調査し、そ

の結果を所長に報告するものとする。

報告を受けた所長は、所定の様式により当該結果の分析、評価を行うとともに事業

の課題及び今後の対応策を整理して、各調査年度の翌年度の９月末日までに知事に報

告するものとする。

(１) 定期報告

補助事業者の長は、事業を実施した年度から目標年度（事業実施年度の翌年度か

ら５年目）における計画の達成状況を調査し、各調査年度の翌年度の９月末日まで

に達成状況調査報告書（別記第９号様式）により、その結果を所長に報告するもの

とする。

(２) 費用対効果分析

補助事業者の長は、目標年度において、計画数値を現況数値に置き換えて費用対

効果分析報告書（別記第３号様式）を作成し、(１)の定期報告に添付して、所長に

提出するものとする。

４ 施設等の利用や経営の改善

(１) 事業主体の利用効果の達成

第７ 施設の管理運営

１ 管理主体

施設の管理運営は、原則として補助事業者がこれを行うものとする。ただし、その施

設の設置目的の承継及び達成が確保される場合に限り、原則として当該施設に係る実施

（受益）地域に係る団体（当該施設における県の交付要綱で定められた事業主体の範囲

にとどめ、かつ適当と認められるもの。以下「管理主体」という。）に、管理運営させる

ことができる。
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２ 管理運営方法

(２) 表示補助事業者又は管理主体の長は、補助事業により導入した施設の管理を円

滑にするため、個々の機械及び建物等の施設の見やすい位置に事業年度、事業名、補

助事業者名を適当な大さで表示するものとする。

３ 増改築等に伴う手続

補助事業者の長は、補助事業によって取得した施設の移転、更新又は主要機能の変

更を伴う増築、改築、模様替え等をしようとするときは、その１カ月前までに増改築

等の届（別記第12号様式）を所長に提出し、その指示を受けるものとする。

所長は、提出のあった増改築等の届けの内容について知事に報告し、その指示を受け

るものとする。所長は速やかにその内容を審査のうえ知事に報告し、その指示を受け

るものとする。

４ 譲渡等に伴う手続

(１) 補助事業者の処分承認申請

転用制限期間又は処分制限期間内において、補助事業によって取得又は効果の増加

した財産を、補助金等の目的に反して使用、譲渡、交換、若しくは貸し付け又は担保

に供しようとするときは、補助事業者の長は補助金に係る財産処分について（平成20

年11月28日付け20高財政第210号副知事通知）の別紙第２による財産処分承認申

請に、次の書類を添付し所長を経由し知事に申請するものとする。

ア 無償譲渡による事業継承を行う場合は、事業承継計画書

イ 財産取得から現在に至るまでの計画に対する利用実績（事業量および損益計

算書）

ウ 減価償却計算書（別記13号様式）

エ 補助事業者の処分に関する議事録

５ 事業完了後の災害の報告

補助事業者の長又は管理主体の長は、補助事業により取得し又は効果の増加した

施設等が、天災その他の災害を受けたときは、当該施設等の所在、事業種目、滅失

又はき損の原因、被災程度、損害見積価格、復旧見込額、補助事業者において講じ

た暫定措置及び防災復旧措置等について調査確認するとともに、調査意見及び被災

写真等を添付した施設等の災害報告書（別記第15号様式）を所長を経由し知事に提

出し、その指示を受けるものとする。

附 則 「略」

２ 管理運営方法

(２) 表示補助事業者又は管理主体の長は、補助事業により導入した施設の管理を円

滑にするため、個々の機械及び建物等の施設の見やすい位置に事業年度、事業名、事

業主体名を適当な大さで表示するものとする。

３ 増改築等に伴う手続

補助事業者の長は、補助事業によって取得した施設の移転、更新又は主要機能の変

更を伴う増築、改築、模様替え等をしようとするときは、その１カ月前までに増改築

等の届（別記第12号様式）を所長に提出し、その指示を受けるものとする。

所長は、提出のあった増改築等の届けの内容について所長を経由し知事に報告し、そ

の指示を受けるものとする。所長は速やかにその内容を審査のうえ知事に報告し、そ

の指示を受けるものとする。

４ 譲渡等に伴う手続

(１) 補助事業者の処分承認申請

転用制限期間又は処分制限期間内において、補助事業によって取得又は効果の増加

した財産を、補助金等の目的に反して使用、譲渡、交換、若しくは貸し付け又は担保

に供しようとするときは、補助事業者の長は補助金に係る財産処分について（平成

20年11月28日付け20高財政第210号副知事通知）の別紙第２による財産処分承認

申請に、次の書類を添付し所長を経由し知事に申請するものとする。

ア 無償譲渡による事業継承を行う場合は、事業承継計画書

イ 財産取得から現在に至るまでの計画に対する利用実績（事業量および損益計

算書）

ウ 減価償却計算書（別記13号様式）

エ 事業主体の処分に関する議事録

５ 事業完了後の災害の報告

補助事業者の長又は管理主体の長は、補助事業により取得し又は効果の増加した施

設等が、天災その他の災害を受けたときは、当該施設等の所在、事業種目、滅失又は

き損の原因、被災程度、損害見積価格、復旧見込額、事業主体において講じた暫定措

置及び防災復旧措置等について調査確認するとともに、調査意見及び被災写真等を添

付した施設等の災害報告書（別記第15号様式）を所長を経由し知事に提出し、その

指示を受けるものとする。

附 則 「略」
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附 則

この要領は、令和３年５月31日から施行する。

様式の押印を廃止。
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